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女性の社会的地位の変化と子どもの 教育達成

都　村　聞　人 （京都大学大学院）

1．は じめ に　　　フラン ス の ケー
ス

　女性の 高学歴化が進み、労働力率が上昇す

る と 、 その 子 どもの 教育達成はどの よ うに変

化する の で あろうか 。 本発表では、日本に つ

い て 女性の 社会的地位の 変化が子供の 教育達

成に及ぼす影響を検討する 。 分析に入 る前に 、
フ ラ ン ス の 例を概観してみ よ う。

　図 1 は、1970 〜 2000 年の フ ラ ン ス にお け

る女性の 労働力率の 変化を見た もの で ある。

1970年の 女性 の 労働力率は 、20− 24 歳 の 年

齢層で 65．6％ ともっ とも高く、 25　一　34 歳で

52．2％ ま で 下降し、その 後の 年齢で上昇す る

こ とはない
。

つ ま り、出産や育児が行われ る

25− 34歳で 離職 した後、中高年で職業に戻る

こ とは少ない
。

　 1980年になる と、25− 34歳の労働力率が

16．5 ポイ ン ト増加 して 68．7％ とな り、35−

44 歳で も 64％ まで上昇 して い る 。 こ の よ う

に フ ラン ス で は、1970 年か ら 1980年の 問に 、

出産 ・育児期の 労働力率が 上昇 した 。 1980

年の 25− 34歳は 1946− 1955 年に出生 した

コ ーホー トで あるか ら、おおよそ 1940 年代

半ば以降に出生 した女性か ら変化が始まっ た

と考え られ る。 1946　一　55 年に出生 した コ
ー

ホ
ー トは、1990年には 35 − 44歳、2000 年

には 45 − 54 歳の 年齢層に該当し、それぞれ

労働 力率 を大幅に 高め て い る 。 その 結果、

2000年には 、 女性の 労働力率を示すグラフは 、

完全 な台形型 とな っ た。
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　1940 年代半ば以降に 出生 した コ ーホー
ト

が、出産育児期 に入 っ た 1970 年代中頃に、

女性 の ライ フ コ ー
ス が変化 した こ とに は い く

つ か の 背景要因が ある、， 第 1に 、1940 年代半

ばに出生 した コ ーホ ー
トか ら、バ カ ロ レ ア以

上 の 学歴 を有す る者が増加 し、商学歴化が進

行 した。第 2 に、賃金や雇用に つ い て の 男女
平等を促進する 法制が 整備され 、 女性の 雇用

機会が 開かれた 。 第 3に 、 家族政策にお い て、
従来の 専業主婦優遇政策が廃止 され、多様な

家族の あ り方が認め られ る よ うにな っ たこ と

に より、女性の 雇用が促進 された
。

　 それ で は、女性 （母親） の ライ フ コ ース の

変化は、子 どもの 教育達成に どの ような影響

を与えた の であろ うか 。 グラ ン ゼ コ
ー

ル の 事

例を参照 してみよ う。表 1 は 、理工 科学校 の

学生の 父親 と母親の 職業お よび その 組み合わ

せ の 変化を示す もの で ある c， 女性の 労働力率

が低か っ た 1966 − 1970 年 と、ライ フ コ
ー

ス

が変化 し労働力率が高まっ た 1989 − 1993年

を比較す る こ とが で きる 。 1966 − 1970 年に

は 、 理 工科学校 の学生の 母親で職業を持たな

い 者が多 く、そ の 割合は 68．7％ に及ぷ。図 1

に よれば、当時の 45 − 54 歳の 女性 の 労働力

率は約 50％ であるか ら、理 工 科学校の 学生の

母親では平均よ りも非就労の割 合が高か っ た

とい え る。父母の 職業 としては 、父 ：上級カ

ー
ドル ・母 ： 無職 とい う組合せ の罰合が もっ

とも高く、 45．2％ とな っ て い る 。
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　しか し、1989　
一
　1993 年になる と、仕事を

持 つ 母親が多くな り （64．3％ ）、非就労の割合

は 大きく低下 した （35，7％ ）。 母親の 職業とし

て は 教員が 最も多く （33．3％ ）、次 い で上級カ
ー

ドル （15．0％ ） となっ て い る。当時の 理 工

科学校の 学生 の 母親の 年齢 を 45 歳 と仮定す

る と、母親 は 1944　
一
　1948 年に出生 した世 代

で ある。 前述 した よ うに こ の 世代は 、高等教
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育を受ける者が増加 し、出産 ・育児期にも仕

事を続けた世代の 先頭 である。その 結果、理

工科学校の 学生の 母親につ い て も労働力率が

高ま っ た と考 えられ る 。
フ ラ ン ス で は 、女性

の ライ フ コ
ー

ス の 変化に呼応 し、 母親の 社会

的地位が子 どもの 教育達成に及ぼす影響が変

化 したと考えられ る。

2．日本における女 性の社会的地位の 変化

　それで は、日本の 場合、女性の 社会的地位

は どの よ うに変化 して い るの であろ うか 。

　まず、女性の学歴 の 変化に つ い て みて み よ

う。 戦前期の 中等教育へ の 進学に関 しては 、

1910 年生まれ の 女性の 高等女学校へ の 進学

率は 12％ 程度で あ っ た。その 後、高等女学校

へ の 進学率はやや上昇 し、1925 年生まれの 者

で は約 20％ に達した 。
しか し、戦前期の 女性

の 場合 、 高等教育進学率は 1％ 程度に過ぎな

か っ た。新制教育世代になると状況は変化す

る 。 図 2 は、出生 年別に進学率の 変化を見た

もの で ある 。 1935 年以降に出生 した者の 高校

進学率は上昇し、1955 年の 出生者で は 8 割

を超え て い る 。 高等教育の 進学率は、1940

年以降に出生 した者か ら上昇が始ま り、1955

年出生者ではお よそ 30％ に 至 っ て い る 。 した

が っ て 、新制教育世代か ら女性の 高学歴化が

始まっ たとい えるで あ ろう、，
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至 っ て い る 。 同様に、35− 44 歳の 労働力率は

1975年の 56．9％ か ら 2000年の 65．3％ に、

45− 59歳で は 1975年の 59．8％ か ら2000年
の 69．9％ に 上 昇して い る 。 フ ラ ン ス ほ ど大き

な変化で はない もの の
、 日本で も 1975 年以

降女性 と職業の 関係が変化 した と い える 。
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　日本で は、1950 年代半ばか ら 1970年代の

初めにかけ て 専業主婦化が 進んだ 。 産業構造

の 変化に 伴 い 、男性の 雇用者が 増加 し、その

妻が家事労働に 専念するケ
ー

ス が多 くなっ た 。

しか し 1975 年以降、こ の 傾向は変化しつ つ

ある 。 図 3は、女性の 労働力率の 変化を年齢

階級別に見た もの で ある 。 1975 年まで労働力

率が低下傾向にあ っ た 25− 34歳 、
35− 44 歳、

45− 59歳の年齢層で、1975年以降労働力率

が上昇 して い るこ とが わか る 。 25− 34歳の 労

働力率は 1975 年に 43．2％ で あ っ たが 、1985

年に は 52．2％ にな り、2000 年に は 63．9％ に

資料 ：OECD ．　Lsbo，」r　Ferce　sma 　 tg65−S5，19SO ト 20eo を用い て作歳

　 3．問題設定

　　 フ ラ ン ス で は、母親世代の 労働力率が上昇

　するの に呼応 して 、職業をもつ 女性の 子ども

　 の 教育達成が高くな っ てい たが 、 日本の場合

　 はどの よ うな影響が ある の で あろ うか 。 本発

　 表で は、日本にお ける母親の 学歴 ・ 職業 と子

　 どもの 教育達成の 関係を分析す る こ とにす る。

　　従来、日本における教育機会の 不平等に つ

　 い て の研究は 、 父 親の 属性 （学歴、職業）を

　 説明変数とする もの が多く、母親の 学歴や職

　 業に焦点を当て た 分析はほ とん どなか っ た 。

　 しか し、  母親は父親 よ りも比較的教育に っ

　 い て の関心が高く、子 どもの 進路決定に影響

　 力を持っ て い る こ と、   母親は息子 と娘に異

　 なっ たア ス ピ レー
シ ョ ン を有 して い る可能性

があるこ と、  日本では高学歴 の女性にお い

て も専業主婦が多い こ と、  母親の 就労に よ

り世帯所得が増加 し 、 教育費支出を補うこ と

がで きる ことな どを考える と、母親が 子ども

の 教育達成に及ぼす影響は非常に大きい とい

える。そ こ で 本分析で は、母親の 学歴や職業

と い う新た な角度か ら、教育機会 の 不平等 の

問題を再検討 してみ た い
。

　具体的には、子 どもの 中等教育機会や高等

教育機会が母親の 学歴や職業によ っ て どの 程

度異なるか を、コ ーホ ー ト別に検討する。 分

析に用い るデータは、日本版 GeneUl 　Social

Surveys　JGSS （2000年、2001 年） と SSM

調査 （1995 年）で あ る 。

（分析結果は 当 日の 配 布資料 をご覧下さい）。
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